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事務事業マネジメントシート

★事務事業の概要（ＰＬＡＮ）

【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

【意見や要望】

１　現状把握の部（ＤＯ、ＰＬＡＮ）
(1)事務事業の目的と指標
①手段(主な活動)

① 活動指標(事務事業の活動量を表す指標)

⇒
ア

イ

(単位)

②対象(誰、何を対象にしているのか) ＊人や自然資源等

③意図(この事業によって、対象をどう変えるのか)

(単位)

(単位)

ア

イ

ア

イ

⇒

⇒

②対象指標(対象の大きさを表す指標)

③成果指標(意図の達成度を表す指標)

(2)各指標･総事業費
   の推移

ア

イ

ア

イ

ア

イ

① 活動指標

② 対象指標

③ 成果指標

単位
実績(決算) 実績(決算) 目標(当初予算) 実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)

投

事
財

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

一般財源

源
内

訳業

費 （Ａ）事業費計

(A)のうち指定経費

(A)のうち時間外､特勤

入

量

人
件
費

トータルコスト(A)＋(B)

正規職員従事人数

延べ業務時間

(B)人件費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

総トータルコスト

ﾏﾆﾌｪｽﾄ
関連

全庁横断
課題関連

集中改革
ﾌﾟﾗﾝ関連

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

新規・拡充区分

予算の主な増減の理由

法令

見込

全体計画

25年度

23,665

19,887

2,067

99.25

42.26

50

986

1,036

212

212

1

10

39

1,075

26年度

24,305

20,184

2,140

99.17

39.81

44

722

766

265

265

3

360

1,434

2,200

27年度

27,000

27,000

2,200

99.5

35.1

52

850

902

288

288

6

1,300

5,179

6,081

27年度

25,710

21,193

2,425

99.12

32.01

43

673

716

198

198

6

440

1,633

2,349

28年度

27,000

23,000

2,430

99.5

35.1

52

946

998

280

280

6

1,300

5,179

6,177

29年度

27,000

23,000

2,550

99.5

35.1

52

977

1,029

327

327

6

1,300

5,179

6,208

30年度

27,000

27,000

2,200

99.5

35.1

52

977

1,029

327

327

6

1,300

5,179

6,208

31年度

27,000

27,000

2,200

99.5

35.1

52

997

1,049

327

327

6

1,300

5,179

6,228

(平成27年度実績と平成28年度計画) 平 成 2 9 年  1 月 2 3 日 更 新

保育料収納事務

   4 みんな元気で笑顔あふれるまちづくり 健康福祉部 三苫　幸喜

  19 子どもを見守り、育てる地域づくり 子育て支援課 大塚　裕貴

  57 子育てと仕事の両立支援 子ども保育班 2315

児童福祉法合志市保育の実施に関する条例 ⑫
一般   3   2   3    10581 ⑥

単年度のみ 単年度繰返 18
27年度で終了 27年度から開始

期間限定複数年度

保護者の事情により、十分な保育を受けることができない児童に対し、昭和２９年４月１日に旧西合志町に２園保育所を
認可、それにともなって保護者から一部負担として保育料を徴収するようになった。現在も、保護者の資力に伴い保育料
を賦課・徴収している。また、納期内納付を促進し、保育料滞納者に対しては、督促状や催告状の送付、また滞納処分な
どを適宜滞納整理を行ない、納期内納付者との公平性を保つ。

①課税状況により保育料決定　②入所決定通知に併せ保育料決定通知を行なう　③納付書発送または口座振替手続　④口
座振替不能者への通知発送　⑤未納者に督促状発送　⑤督促状に応じない場合は滞納整理を行なう

節3　職員手当等　細節5　時間外勤務手当　細節10　特殊勤務手当、　節12　役務費

保護者からは保育料の軽減を求める声がある。平成21年6月30日付けで合志市認可保育園園長会、合志市保育園保護者会
連絡協議会の連盟で県下一斉の保育料調査が実施され、近隣町村より比較的高いとの調査結果をもとに、合志市の保育料
を軽減するように要望があった。　議会の一般質問にて保育料が近隣町村より高いとの指摘があり、市長が軽減について
検討させると答えている。（平成21年3月議会、平成22年2月議会の一般質問）。　自主財源の確保の観点から、財政部局
より滞納整理を強化するように声が上がっている。

27年度実績(27年度に行った主な活動) (DO) 28年度計画(次年度に計画している主な活動)(PLAN)
保育料の賦課・収納及び滞納整理 保育料の賦課・収納及び滞納整理

新制度移行による対象施設の増加及び入所児童の増加に伴う、役
務費の増額及び滞納整理支援システム導入による委託料の増額

延べ入所児童数（広域含む） 人

調定件数（現年度分、広域含む） 件

保育施設入所をしている児童の保護者 入所児童数（広域含む） 人

保育料の適正な賦課と納期内の収納（徴収）をはかり、滞納となった場
合は、早期の解消を促す。

収納率（現年度分） ％

収納率（過年度分） ％

＊③成果指標設定の理由と28年度目標値設定の根拠

多子世帯への助成や非課税世帯等は保育料無料となり、延べ人数＝調定件数とならないため、修正を行なった。
H28年度予定の滞納整理支援システムの導入により、細かな滞納管理及び一括した滞納整理を行なうことで、事務の
簡略化及び滞納整理の強化が見込まれる。

～　　年度
0

人

件

人

％

％



事務事業名 所属部 所属課

２　評価の部（ＣＨＥＣＫ）

目
標
達
成
度
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

役
割
分
担
評
価

③成果の向上余地

④類似事業との統廃合・連携の可
能性

⑤事業費の削減余地

⑥人件費（延べ業務時間）の削減

余地

⑦受益機会・費用負担の適正化余
地

⑧行政の役割分担の適正化

３　評価結果の総括（ＣＨＥＣＫ）　

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（ＡＣＴＩＯＮ）
（1）今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可

（3）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

（2）改革・改善による期待成果

コスト

削減 維持 増加

向上

維持

低下

成
果

市志合

（廃止・休止の場合は記入不要）

（具体的な手段、事務事業）

保育料収納事務 健康福祉部 子育て支援課

＊原則は27年度の事後評価、ただし複数年度事業は27年度実績を踏まえての途中評価

達成した 達成しなかった　 ⇒【原因

税務課との連携と地方税法と同じ滞納整理の方法（法で認められている）により、徴収
率向上に努めたが、経済不況等により滞納者はさらに生活困窮等になり、払える額が少
なく、結果として目標を達成できなかった。また、保育施設申込希望者の増加・待機児
童の増加等により、前年度より、収納事務に費やす時間がとれなかった。

①27年度目標達成度評価

目標達成見込みあり⇒【理由 目標達成は厳しい ⇒【理由と対策

保育施設を希望する児童の増加により、毎年事務が増えており、収納事務に費やす時間
がとりにくくなっている。ただし、平成２３年度も徴収関係の研修参加と税務課と連携
した滞納整理及び合志市保育料滞納整理マニュアルに基づき、着実に滞納整理を遂行す
ることにより、徴収率の維持または向上を努めたい。

②28年度目標達成見込み

向上余地がある　　⇒【理由 向上余地がない　 ⇒【理由

収納事務はやる気と知識が必要である。目標の設定と管理、税務徴収部門との連携によ
り、適正な知識を持った人員配置ができれば成果は向上できる。収納事務は時間と手間
を掛ければ徴収率向上につながる。

他に手段がある 他に手段がない　 ⇒【理由
統廃合・連携ができる　 ⇒【理由
統廃合・連携ができない ⇒【理由

高額滞納者については税務徴収部門との連携により、全体で把握し徴収を行ったほうが
効率が良い。現状は、同じ滞納者に業務部門ごとに徴収に行っている。高度な専門知識
を持った徴収部門が高額滞納者の徴収をできれば効率的な滞納整理が図ることができる
。

削減余地がある　　⇒【理由 削減余地がない　 ⇒【理由

収納事務は時間と手間を掛ければ必ず徴収率が向上するが、手を抜くと滞納が増える。
滞納整理ノウハウの引継ぎができるような人事管理と人員配置が必要である。

削減余地がある　　⇒【理由 削減余地がない　 ⇒【理由

高額滞納者については、その徴収に専門的な知識が必要である。税務徴収部門との連携
により徴収を行う、または、高度な専門知識を持った徴収部門が高額滞納者の徴収をで
きれば人件費の削減につながる。

見直し余地がある　⇒【理由 公平・公正である ⇒【理由

保育を受けた人は、一部負担金として必ず支払う必要がある。保育所運営費には多額の
税金が投入されているため、保育所に行っていない人のためにも、適正な徴収が必要。

見直し余地がある　⇒【理由 役割分担は適正である ⇒【理由

市と児童の保育の実施委託先である私立認可保育園と協力して滞納整理に努めてる。個
人情報の取扱いもあり、現状が適正と思われる。

税務課との連携と地方税法と同じ滞納整理の方法（法で認められている）により、徴収率向上に努めたが、経済不況等によ
り滞納者はさらに生活困窮等になっており、支払える額が少なく、徴収率向上はあまり期待できない。また、保育所申込希
望者の増加・待機児童の増加等により、収納事務に費やす時間がとりにくくなっている。保育所に入所する児童の増加によ
り、この収納事務も増えているが、新たな職員配置もあまり期待できない。ただし、平成２３年度も徴収関係の研修参加に
より専門知識を習得し、引き続き税務課と連携した滞納整理や合志市保育料滞納整理マニュアルに基づいた着実な収納事務
を遂行することにより、徴収率の維持または向上に努めたい。

廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善
事業のやり方改善（効率性改善 事業のやり方改善（公平性改善
現状維持（従来通りで特に改革改善をしない


